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猪名川町 



補助対象等 

補助対象者 
猪名川町内在住若しくは町外から猪名川町に転入する若年世帯※１又は 

子育て世帯※２ 

要件 

次の(1)～(5)のすべてに該当する者 

(1) 猪名川町内において、既存住宅※3を除却（解体）※４し、新築住宅※５を建

築する者 

(2) 事業完了にあたる補助金額確定通知から２年後までに、前号により取得した新

築住宅に居住する者 

(3) 市区町村民税及び固定資産税を滞納していない者 

(4) 猪名川町暴力団排除に関する条例(平成２４年条例第７号)第２条第４号に規定

する暴力団、同条第５号に規定する暴力団員及び同条第６号に規定する暴力団

密接関係者等反社会的勢力に寄与するための利用でないと町長が認める者 

(5) 「兵庫県空き家活用支援事業」、「猪名川町空き家活用支援事業」、「猪名川

町住宅耐震化促進事業」による補助金の交付を受けていない者 

 

※交付決定日より前に既存住宅を除却する契約、新築住宅を建築する契約をしたも

のは対象外となります。 

 

※転居を伴わない自宅の現地建替えは対象外となります。 

補助対象 

経費 

(1) 既存住宅を除却するための工事に要する費用（６０万円以上に限る。）ただし、

新築住宅を建築するために要する費用は、補助対象経費に含まないものとする。 

(2) (1)により生じた廃材等の収集運搬・処分に要する費用 

(3) 周囲への安全を確保する上で、除却及び廃材等の処分に付随して行うことが適当

であると町長が認める工事に要する費用 

(4) その他、除却に要する経費 

補助金の額 ３０万円 

※１ 若年世帯：この事業に係る補助金の交付申請時において、交付申請をする者に係る夫婦（婚姻

の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合及び婚約している場

合を含む。）の合計年齢が８０歳未満の世帯をいう。 

※２ 子育て世帯：この事業に係る補助金の交付申請時において、１８歳に達する日以降の最初の３月

３１日までの間にある者（高校卒業前）又は妊娠している者が同居している世帯をい

う。 

※３ 既存住宅：一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができる一戸建ての住宅をいう。 

※４ 除  却：建築物の全部を取り壊すこと。 

※５ 新築住宅：新たに建設され、次のア～エに掲げる設備要件を満たしている一戸建ての住宅をいう。 

ア 一つ以上の居室 

         イ 専用の炊事用流し 

         ウ 専用のトイレ 

         エ 専用の玄関 

 



手続の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見積明細書等の準備 

交付申請書の作成 

交付申請書の提出 

審査 

交付決定通知 

工事契約・工事着工 

工事完了・代金支払 

実績報告書の提出 

完了検査、確定通知 

補助金の請求 

・見積明細書（建物解体費用等、廃棄物処理費

用等、整地費用、重機回送費用、その他諸費

用等の内訳が分かるもの） 

・現況写真 

・土地と既存建物の売買契約書の写し 

・新築住宅を建築する予定であることが記載さ

れた書類 など 

（注意）この時点では工事契約をせず、補助金

の交付決定通知を受けてから工事契約をして

下さい！ 

必ず交付決定通知の後に工事契約・工事着手を

してください。 

【令和６年 12 月 2７日までに】 

町都市政策課に提出してください。 

※必要書類の詳細はホームページ等をご覧くだ

さい。 

補助事業が完了した日の翌日から起算して３０

日を経過した日又は令和７年３月３１日までの

いずれか早い日までに、下記資料をそろえて町

都市政策課に提出してください。 

・実績報告書（様式第３号の１） 

・収支決算書（様式第３号の２） 

・除却工事の領収書の写し 

・除却工事契約書の写し 

・建物除却内容が分かる除却後の写真 

・新築住宅の工事契約済みの場合その写し 

・新築住宅の建物図面 

 

※報告書の記載誤りなどにより期限内に手続が

完了しないと交付金をお支払いできない場合

がありますので、２月末までの提出にご

協力ください。 

補助金の支払い 

審査期間は２週間から１か月程度 

町から申請者の銀行等の口座に補助金を振り込

みます。（請求を受けてから３０日以内） 



注意事項 

注意事項 

○ 適切に管理し、売却等をしないこと 

事業により既存住宅を除却して新築住宅を建築した後は、事業完了後も適切に管理

し、事業の趣旨に反して、他の者に貸付、譲渡、売却等は行わないこと。 

○ 関係法令の手続 

市街化調整区域においては、原則として都市計画法等の許可が必要です。また、建築基

準法その他の関係法令を遵守すること。 

○ 管理・活用状況の確認 

新築住宅の管理及び活用状況を確認するために、町が事業完了から２年後、申請者

及び同一世帯員に係る住民基本台帳の情報を閲覧します。 

○ 他の補助金と重複して補助を受けることはできません 

「兵庫県空き家活用支援事業」、「猪名川町空き家活用支援事業」、「猪名川町住宅耐

震化促進事業」を利用していないこと。また、他の制度と重複して補助金等は受けない

こと。 

○ 補助金の返還について 

法令、猪名川町補助金等交付要綱、猪名川町空き家活用支援事業除却費補助金交付要

綱等に違反があった場合、補助金の支給決定の全部が取り消され、補助金を返還して

いただく場合があります。 

申請 

○ 下記期間中に申請書類を町都市政策課窓口に提出してください。 

申請期限：令和６年度分は令和６年12月２７日まで 

○ 様式はホームページからダウンロードをお願いします。 

↓↓空き家活用支援事業補助金（町ホームページ）↓↓ 

  https://www.town.inagawa.lg.jp/soshiki/machizukuri/tosiseisakuka/kurasitetuduki/akiya/1690258695792.html 

手続 

○ 交付申請後、交付決定を受けた後に除却工事契約、工事着手してください。 
※交付決定前に契約されたものは補助金をお支払いできません。 

○ 令和７年３月３１日までに工事と代金支払いを完了し、完了実績報告書を提出

期限内に提出してください。 

 
実績報告書提出期限：工事完了から30日又は令和７年３月３１日のいずれか早い日 

 

※報告書の記載誤りなどにより期限内に手続が完了しないと交付金をお支払いできな

い場合がありますので、２月末までの提出にご協力ください。 

支払い ○ 完了実績報告書の提出後に交付（お支払い） します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《お問合せ》猪名川町まちづくり部都市政策課 TEL 072-766-8704 

分からないことがあれば 

お気軽にお問い合わせください！ 


